
係
長

級
～
本

府
省

課
長
補
佐
級
：
俸
給
の
最
低

水
準

の
引

上
げ

等

３
級

４
級

５
級

６
級

７
級

８
級

９
級

1
0
級

係
員

級
：
新

卒
初

任
給
の
引
上
げ
等

本
府

省
課
室

長
級

：
職
責
重
視
の
俸
給
体
系
へ

の
見

直
し

各
級
の

初
号
の
額
を
引

き
上

げ
つ

つ
職

務
の
級
間
の
水
準
の
重
な
り
を
解
消

よ
り
職
責
を
重
視

し
た

俸
給

体
系

と
な

る
よ

う
大

幅
見

直
し

昇
格
時

の
俸
給
上
昇
幅

(最
大

５
万

円
の

上
昇

)拡
大

昇
格
に
よ
り
給
与

が
大

き
く

上
昇

す
る

仕
組

み
に

昇
格
に

よ
る
給
与
上
昇

を
基

本
と

し
､成

績
優

秀
者
は
昇
給
で
も
更
な
る

給
与
上

昇
を
確
保

(注
)「

本
府

省
勤

務
の

場
合

」
は

､地
域

手
当

(2
0％

)及
び

本
府

省
業

務
調

整
手

当
を

含
む

。

係
長
級
～
本
府
省
課
長
補
佐
級

本
府
省
課
室
長
級

改
定
前

改
定
後

初
号
近

辺
の
号
俸
を
カ

ッ
ト

し
て

各
級

の
初
号
の
額
を
引
上
げ
(最

大
3.

5万
円
)

若
手
･
中
堅
優
秀

者
の

早
期

昇
格

時
や

民
間

人
材

等
の

採
用

時
の

給
与

を
改

善

給
与
制

度
の

ア
ッ

プ
デ
ー
ト

措
置
内
容

①
俸
給

４

初
任
給

や
若
年
層
の
俸

給
月

額
を

大
幅

に
引

上
げ

民
間
の
初
任
給
の

状
況

等
を

踏
ま

え
た

水
準

と
し

採
用

面
で

の
競

争
力

を
向

上

初
任
給
引
上
げ
を

踏
ま

え
､
若

年
層

が
在

職
す
る

号
俸

に
つ

い
て

も
俸

給
月

額
を

引
上

げ

人
材
確
保
の
困
難

性
を

踏
ま

え
､
令

和
６

年
４
月

に
遡

及
し

て
先

行
実

施

勤
務
成

績
を
よ
り
昇
給

に
反

映
可

能
と

な
る

よ
う
見
直
し

上
位

の
昇

給
区

分
の

職
員

割
合

を
係

長
級

～
課

長
補

佐
級

と
同

様
の

割
合

に
引

上
げ

(
現
行
2
0
％
→
見
直
し

後
25

％
)

【
行
政
職
俸
給

表
(一

)の
初

任
給

】

※
行

政
職

(
一
)､

専
門

行
政

職
､税

務
職

､
公

安
職

(
一

)(
二

)､
教

育
職

(
一

)､
研

究
職

､医
療

職
(
一

)
に

導
入

【
係
長

級
～

本
府

省
課

室
長

級
の

俸
給

水
準

(行
政

職
俸

給
表

(一
))
】

(イ
メ

ー
ジ

図
)

(
職
務
の
級
)

３
～
７
級

号
俸
を
カ
ッ
ト
し
て
各
級
の
初
号
の
額
を
引
上
げ

８
～

1
0
級

・
各

級
の
水
準
の
重
な
り
を
解
消
し
､
職
責
重
視
の
俸
給
体
系
へ

・
昇

格
時
の
俸
給
上
昇
幅
を
拡
大

例
え
ば
６
級
で
は

現
在
の

1
3
号
俸
が
新
し
い
１
号
俸
に

（ 俸 給 月 額 ）

一
般

職
試

験
(
高

卒
)

一
般

職
試

験
(
大

卒
)

総
合

職
試

験
(
大

卒
)

1
6
6
,
6
0
0円

1
9
6
,
2
0
0円

20
0,

7
00
円

改
定

前

1
8
8
,
0
0
0円

2
2
0
,
0
0
0円

23
0,

00
0円

改
定

後

+
2
1,
4
0
0円

(
+
1
2
.
8％

)
+
2
3,
8
0
0
円

(
+
1
2
.
1％

)
+2

9,
30

0円
(+

14
.
6％

)

2
3
2
,
8
0
0円

2
7
1
,
2
0
0円

28
4,

80
0円

本
府

省
勤
務

の
場

合

1
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支
給

地
域

の
例

支
給
割
合

級
地
区
分

東
京

都
特

別
区

20
％

１
級

地

横
浜

市
､大

阪
市

東
京

都
16

％
２

級
地

さ
い

た
ま

市
､千

葉
市
､
名

古
屋

市
神

奈
川

県
､大

阪
府

12
％

３
級

地

仙
台

市
､静

岡
市
､
神

戸
市
､

広
島

市
､福

岡
市

愛
知

県
､京

都
府

８
％

４
級

地

札
幌

市
､岡

山
市
､
高

松
市

茨
城

県
､栃

木
県

、
埼

玉
県
､千

葉
県

、
静

岡
県
､三

重
県

、
滋

賀
県
､兵

庫
県
､

奈
良

県
､広

島
県
､

福
岡

県

４
％

５
級

地

支
給
地
域
の
単
位
の
広

域
化

都
道

府
県
を
基
本
と

す
る

。
中

核
的

な
市

(
都
道

府
県

庁
所

在
地

及
び

人
口

2
0
万
人
以
上

の
市

)に
つ

い
て

は
当

該
地
域

の
民

間
賃

金
を

反
映

級
地
区
分
を
シ
ン
プ
ル

に

2
0
％
､
1
6
％
､1

2
％
､
８

％
､４

％
の

５
級

地
に

再
編

。
民

間
賃

金
が

高
い

東
京

都
特
別
区
に
つ

い
て

は
引

き
続

き
2
0
％

に
設

定

支
給
割
合
の
変
動
に
伴

い
激

変
緩

和
に

配
慮

現
行

か
ら
の
支
給
割

合
の

引
下

げ
は

４
ポ

イ
ン

ト
以

内
に

抑
制

支
給

割
合
の
引
下
げ

は
段

階
的

に
実

施
(
１

年
１

ポ
イ

ン
ト

ず
つ

。
引

上
げ
も
こ
れ
に
合

わ
せ

て
段

階
的

に
実

施
)

現
在
10

年
ご
と
と
し

て
い

る
級

地
区

分
の

見
直
し
期
間
を
短
縮

支
給
地
域
の
例

支
給
割
合

級
地
区
分

東
京

都
特

別
区

20
％

１
級

地

横
浜

市
､大

阪
市

16
％

２
級

地

さ
い

た
ま

市
､千

葉
市

､名
古

屋
市

15
％

３
級

地

神
戸

市
12

％
４

級
地

京
都

市
､広

島
市
､福

岡
市

10
％

５
級

地

仙
台

市
､静

岡
市
､高

松
市

６
％

６
級

地

札
幌

市
､新

潟
市
､岡

山
市

３
％

７
級

地

【
現
行
】

【
見
直
し
後
】

16
都
府
県

+7
9市

４
級

地
1
2
％

支
給

割
合

1
1
％

支
給

割
合

1
0
％

令
和

７
令
和

６
令

和
８

支
給

割
合

９
％

支
給

割
合

８
％

１
年

１
ポ

イ
ン

ト
ず

つ
引

下
げ

令
和

９
令

和
1
0

【
激

変
緩
和
措
置
】

例
：
１
級
地
20
％

→
４
級
地
８
％
に

異
動

異
動

保
障

２
年

目
(1

6 ％
)

異
動

保
障

１
年

目
(2

0％
)

【
見
直
し
後

】
異
動
保
障
を

３
年
間
支
給
(
３
年
目
は
6
0
％
）

【
現
行

】
異
動
保
障

２
年
で
終
了

異
動

保
障

３
年

目
(1

2％
)

現
在
２
年
間
と
し
て
い

る
異

動
保

障
の

期
間

を
異
動
後
３
年
間
に
延
長

３
年
目
の
支
給
割
合
は

異
動

前
の

60
％

１
年
目
異
動
前
の

1
0
0
％
､２

年
目

異
動

前
の

8
0
％

は
現

在
と

同
様

４
級

地
（

８
％

）

異
動

保
障
の

延
長

地
域

手
当

の
大

く
く
り
化
等

［
令

和
７

年
４

月
以

降
の

異
動
者

に
適

用
］

（
年

度
）

給
与
制

度
の

ア
ッ

プ
デ
ー
ト

措
置
内
容

②
地
域
手
当

５

例
：

現
行

４
級

地
1
2
％

→
 
見
直

し
後

４
級

地
８

％
（
都
府
県
で
指
定
）

（
中
核
的
な
市
で
個
別
に
指
定
）

等 等 等 等等 等 等 等 等 等
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見
直
し
後
の

支
給

地
域
及
び
支
給
割
合

注
：

表
中

「
都
道
府
県

の
級

地
と

異
な

る
地

域
」

に
つ

い
て

は
、

国
家

公
務

員
が

在
勤

し
て

い
る

地
域

の
み

掲
げ

て
い

る
。

６

都
道

府
県

の
級

地
と

異
な

る
地

域
都

道
府

県
級

地
・

支
給
割
合

東
京

都
：

特
別

区
１

級
地

（
2
0
％
）

茨
城

県
：

つ
く

ば
市

神
奈

川
県

：
横

浜
市

、
川

崎
市

、
藤

沢
市

、
厚

木
市

大
阪

府
：

大
阪

市
、

吹
田

市
東

京
都

２
級

地
（

1
6
％
）

茨
城

県
：

取
手

市
、

守
谷

市
埼

玉
県

：
さ

い
た

ま
市

、
志

木
市

、
和

光
市

千
葉

県
：

千
葉

市
、

成
田

市
、

袖
ケ

浦
市

、
印

西
市

愛
知

県
：

名
古

屋
市

、
刈

谷
市

、
豊

田
市

、
豊

明
市

兵
庫

県
：

西
宮

市
、

芦
屋

市
、

宝
塚

市

神
奈

川
県

大
阪

府
３

級
地

（
1
2
％
）

宮
城

県
：

仙
台

市
、

多
賀

城
市

茨
城

県
：

水
戸

市
、

日
立

市
、

土
浦

市
、

龍
ケ

崎
市

、
牛

久
市

埼
玉

県
：

川
越

市
、

東
松

山
市

、
上

尾
市

、
朝

霞
市

、
坂

戸
市

千
葉

県
：

市
川

市
、

船
橋

市
、

松
戸

市
、

佐
倉

市
、

柏
市

、
市

原
市

、
富

津
市

、
浦

安
市

静
岡

県
：

静
岡

市
三

重
県

：
四

日
市

市
、

鈴
鹿

市
滋

賀
県

：
大

津
市

、
草

津
市

、
栗

東
市

兵
庫

県
：

神
戸

市
、

尼
崎

市
、

明
石

市
、

伊
丹

市
、

川
西

市
、

三
田

市
奈

良
県

：
奈

良
市

、
大

和
郡

山
市

、
天

理
市

広
島

県
：

広
島

市
福

岡
県

：
福

岡
市

、
春

日
市

、
福

津
市

愛
知

県
京

都
府

４
級

地
（

８
％
）

北
海

道
：

札
幌

市
群

馬
県

：
前

橋
市

、
高

崎
市

、
太

田
市

富
山

県
：

富
山

市
石

川
県

：
金

沢
市

山
梨

県
：

甲
府

市
長

野
県

：
長

野
市

、
松

本
市

、
塩

尻
市

岐
阜

県
：

岐
阜

市
和

歌
山

県
：

和
歌

山
市

、
橋

本
市

岡
山

県
：

岡
山

市
、

倉
敷

市
香

川
県

：
高

松
市

茨
城

県
栃

木
県

埼
玉

県
千

葉
県

静
岡

県
三

重
県

滋
賀

県
兵

庫
県

奈
良

県
広

島
県

福
岡

県

５
級

地
（

４
％
）

3



平
日
深
夜
に
係
る
支
給

対
象

時
間

帯
と

支
給

対
象
職
員
を
拡
大

勤
務

実
態
に
応
じ
た

適
切

な
処

遇
を

確
保

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当
の
支
給
対
象
拡
大

通
勤

手
当

の
引
上
げ
･
支
給
要
件
拡
大
等

再
任

用
さ

れ
た

職
員
へ
の
手
当
支
給
の
拡
大

在
来
線
運
賃
相
当
額

上
限

5
.
5
万
円

上
限

２
万
円

在
来
線
運
賃
相
当
額
＋
新
幹
線
特
急
料
金
相
当
額

上
限

15
万

円

新
幹

線
特
急

料
金

1/
2相

当
額

扶
養

手
当

の
見

直
し

＋
【
現
行
】

【
見
直
し
後
】

定
年
前
再
任
用

短
時

間
勤

務
職

員
及

び
暫

定
再

任
用

職
員

に
異
動
の
円
滑
化

に
資

す
る

手
当

を
新

た
に

支
給

地
域

手
当

の
異

動
保

障
等

研
究

員
調

整
手

当

住
居

手
当

特
地

勤
務

手
当

(
準

ず
る

手
当

含
む

)

寒
冷

地
手

当

各
手
当
の
支
給

額
は

一
般

の
職

員
と

同
様

通
勤
手
当
の

手
当

額
を

大
き

く
引

上
げ

支
給

限
度

額
を

1
5
万

円
に
引

上
げ

新
幹

線
等

の
特

別
料

金
も

支
給

限
度

額
の

範
囲

内
で

全
額

支
給

通
勤
手
当
･単

身
赴

任
手

当
の

支
給

要
件

を
拡

大

採
用

時
か

ら
新

幹
線

等
に

係
る

通
勤

手
当

や
単

身
赴

任
手

当
の

支
給

を
可

能
に

育
児

､
介

護
等

の
事

情
に

よ
り

転
居

し
た

職
員

に
も

新
幹

線
等

に
係

る
通

勤
手

当
の

支
給

を
可

能
に

［
地
域
手
当

の
異
動
保
障
､
特
地
勤
務
手
当
に
準
ず
る
手
当
は
令
和
７
年
４
月
以
降
の

異
動
者
に

適
用
］

給
与
制
度

の
ア

ッ
プ
デ
ー
ト

措
置
内
容

③
そ
の
他
諸
手
当

７

配
偶
者

に
係
る
手
当
を

廃
止

。
子

に
係

る
手

当
を
1
3,

0
0
0円

に
引
上
げ

配
偶

者
の
働
き
方

に
中

立
な

制
度

に
向

か
う

社
会

状
況

の
変

化
に

対
応

子
を

有
す
る
職
員

に
対

す
る

生
計

費
の

補
填

を
充

実

２
年
間

で
段
階
的
に
実

施

※
上

記
以

外
の

扶
養

親
族

に
係

る
扶

養
手

当
は

変
更
な
し

令
和

８
年

度
令

和
７

年
度

現
行

扶
養
親
族

廃
止

3
,
00

0
円

6
,
50

0
円

行
(
一
)

７
級

以
下

配
偶

者

廃
止

3
,
50

0
円

行
(
一
)

８
級

1
3
,0

00
円

1
1
,5

00
円

1
0
,0

00
円

子
(１

人
当

た
り

)

見
直

し
後

現
行

支
給

対
象

午
後

1
0時

～
午

前
５

時
午
前

０
時

～
午

前
５

時
時
間

帯

指
定

職
職

員
､専

門
ス
タ
ッ
フ
職
職
員
(２

級
以

上
)､
特
定
任
期
付
職
員
､任

期
付
研
究
員

( 招
へ

い
型
)を

追
加

俸
給

の
特

別
調

整
額

適
用

職
員

の
み

職
員

4



特
定

任
期

付
職

員
の
ボ
ー
ナ
ス
拡
充

勤
勉

手
当
の

成
績

率
の
上
限
引
上
げ
等

期
末
手
当
及
び
勤
勉
手

当
を

支
給

す
る

形
に

再
編

特
定

任
期
付
職
員
業

績
手

当
を

廃
止

成
績

優
秀
者
は
､
見

直
し

前
の

期
末

手
当

と
特
定

任
期

付
職

員
業

績
手

当
を

受
け
た
場
合
よ
り

高
い

水
準

を
可

能
に

成
績

標
準
者
は
､
見

直
し

前
の

期
末

手
当

と
同
水

準

平
均
支
給
月
数
の
２
倍

平
均
支
給
月
数
の
３
倍

【
勤
勉
手
当
の
成
績
率
及
び
人

員
分

布
率

(一
般

職
員

の
場

合
)】

※
例
え
ば
､｢
特
に
優
秀
｣1
0％

､
｢
優
秀
｣
2
0
％
と
す
る
な
ど
柔
軟
な
適
用
が
可
能
に
な
る
。

給
与
制

度
の

ア
ッ

プ
デ
ー
ト

措
置
内
容

④
ボ
ー
ナ
ス

８

俸
給

【
見

直
し

後
】

【
現
行
】

期
末

手
当

業
績

手
当

俸
給

廃
止

俸
給

(
成
績
標
準
の
場
合
)

(
成
績
優
秀
の
場
合
)

成
績

優
秀

者
の

み
に

俸
給

月
額

の
１

月
分

支
給

見
直
し
前
の
期
末
手
当

と
業
績
手
当
の
合
計
よ
り

高
い
水
準
が
可
能

勤
勉
手
当

勤
勉
手
当

期
末
手
当

期
末
手
当

見
直

し
後

現
行

3
.
1
5

(
平
均
支
給
月
数
1
.
0
5
)

2
.
0
5

(平
均
支
給
月
数
1
.
0
2
5
)

「
特
に
優
秀
」
区
分
の

成
績
率
上
限

｢ 特
に
優
秀

｣
と
｢
優
秀
｣
を
合
わ
せ

て
3
0
％

以
上

(
う

ち
｢
特

に
優

秀
｣

を
５
％
以
上
)
※

特
に
優
秀
：
５
％
以
上

優
秀
：
2
5
％
以
上

上
位
の
成
績
区
分
の

人
員
分
布
率

本
府

省
課

長
級

以
下

の
職

員
に

つ
い

て
､最

上
位

の
成

績
区

分
の

成
績

率
(
支

給
月

数
に

相
当

)
の

上
限

を
平

均
支

給
月

数
の

３
倍

に
引
上
げ

各
府

省
の

裁
量

に
よ

り
最

上
位

の
成

績
区

分
の

適
用

者
を

増
や

せ
る
よ

う
､上

位
の

成
績

区
分

の
人

員
分

布
率
を
見
直
し

期
末

・
勤

勉
手

当
を

支
給

5




